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１．本仕様書について 

 本仕様書は、13th沖縄大交易会 2025（以下、「本事業」という。）参加者アンケート調

査の業務委託（以下、「本業務」という。）企画提案の要件を記載したものである。 

 

２．業務内容 

(1) 本事業に参加するサプライヤー及びバイヤー対象の商談結果及び満足度アンケートの

集計業務 

(2)  商談結及び満足度アンケートに基づいた分析報告書作成業務 

 

３．調査項目： 

(1) 商談結果 

サプライヤー及びバイヤー双方の商談成約状況、成約金額の把握 

 

(2) 満足度アンケート 

サプライヤー及びバイヤー双方の満足度の確認及び次回開催の改善に繋げるための情

報収集 

 

４．委託業務期間： 

 令和８年１月５日（月）から令和８年３月６日（金）まで 

 但し、受託事業者へのデータ引き渡し日が令和８年１月５日（月）以降となる場合は、協

議の上終了日を決定するものとする。 

 

５．注意事項 

 提案内容については、下記の点に留意すること。 

(1) 本仕様書に記載の業務内容は、企画提案のために設定したものであり、実際の契約の

仕様書と異なる場合がある。 

 

(2) 本仕様書記載の業務内容については、実施段階において、予算や諸事情によって変更

することがある。 

  

(3) 本委託業務の各経費に付いては、下記の委託事業事務処理マニュアルを順守すること。  

経済産業省の委託事業事務処理マニュアル（令和 3年 1月） 

(https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2021_itaku_manual.pdf) 

  

６．予算に関する要件 

(1) 本委託業務に係る予算は 2,200,000円以内（消費税及び地方消費税を含む）とし、この範

囲内で、効率的かつ効果的な業務を企画提案するものとする。 

なお、この金額は企画提案のために設定した金額であり、実際の契約金額と異なるこ

とがある。 

 

https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2021_itaku_manual.pdf
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７．業務の実施状況に関する事項 

(1) 公社から委託業務の進捗状況に関する問い合わせがあった場合には速やかに報告する

こと。 

 

(2) 委託業務完了時に、実際に要しなかった経費があるときは、相当の委託料を減額する。 

 

８．瑕疵担保責任 

公社への引き渡し日から起算して 1年の間、成果物に瑕疵があるときは、受託事業者は無

償で当該成果物の補修を行うこと。 

 

９．著作権・特許権 

(1) 受託事業者は、本業務で作成された成果物に関し、著作権法第 27条及び第 28条に定

める権利を含む全ての著作権（財産権）を、公社に無償で譲渡するものとする。ただし、

委託前から受託業者の構成者が権利を有する著作物及び第三者が権利を有する著作物

及び第三者が権利を有する著作物を利用する場合は事前に公社の承諾を得るものとす

る。 

 

(2) 受託事業者は、公社の同意を得なければ、著作権法第 18条ないし第 20条に規定され

ている権利を行使することができない。 

 

(3) 本業務作成物で使用する文章、写真、図版などは全て公社での利用及び公社が沖縄県

の産業振興等に資すると判断した上で、第三者への提供が可能なもののみを使用する。 

 

(4) 本業務の成果物に係る著作権、特許権その他の知的財産権に関する一切の紛争につい

ては、訴訟費用を含め全て受託事業者において責任を負うものとする。 

 

(5) 著作権法上、上記条件を満たさないデータの使用は禁ずる。 

 

10．再委託に関する制限 

(1) 再委託の範囲 

受託事業者は、契約の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするとき（以

下、「再委託」という。）は、公社より事前の承認を受けて再委託を行うことができ

る。 

 

(2) 一括再委託の禁止 

委託業務の契約金額の１／２を超える業務、委託業務に係る統括的かつ根幹的な業

務に関する再委託は禁止する。 

 

(3) 再委託の条件 

委託事業者が第三者へ再委託する場合は「再委託申請書」を公社へ提出しその内容
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の承認を経て、「再委託契約書」を公社へ事前に提出するものとする。 

ただし、以下に定める簡易な業務等を第三者に再委託する場合はこの限りでない。 

①資料の収集・複写・印刷・製本 

②外国語の翻訳 

③原稿・データの入力及び集計 

④その他上記以外に容易かつ簡易な業務がある場合は、公社と別途協議を行った業

務 

 

11．その他留意事項 

(1) 業務の遂行にあたっては、公社と随時協議を行い、その指示に従うものとする。 

 

(2) 本仕様書に定める事項について生じた疑義又は本仕様書について定めのない事項につ

いては、公社と受託事業者双方で協議して解決するものとし、必要な事項は別に定める。 


